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 和光市まちづくり条例は、次のいずれかに該当する場合に適用となります。 

   開発行為等  P3～P15 

  ・開発行為等を行う区域の面積が５００㎡以上のもの 

  ・中高層建築物の建築 

  ・戸数（店舗、事務所等を含む）が１５以上の建築物の建築 

  小規模開発行為等  P16～P20（平成２７年１０月１日施行） 

  ・開発行為等を行う区域の面積が３００㎡以上５００㎡未満のもの 

  ・建築基準法第４２条第１項第５号の規定により道路の位置の指定を受ける 

もの 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

和光市まちづくり条例及び 

都市計画法に基づく 

開発行為等の手続 

和光市 都市整備部 建築課 

開発指導担当 

TEL 048-464-1111 
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あっせんの申出 ※3 

１.     については、都市計画法に基づく開発行為許可申請が必要な場合に行う。 

２.（   ）については、中高層建築物の建築を行う場合に必要な電波障害対策に関する手続きです。 
※３ あっせんの申出については、工事の着手までに行わなければならない。ただし、工事の実施に係る紛争は工事の完了時 

まで、また、市長が特にあっせんを行う必要があると認める紛争は工事の完了時から１年以内に行うことができる。 

２ 開発行為等計画書の提出 

３ 標識の設置 

   標識の設置の届出 

和光市 （建築課 開発指導担当） 

５ 開発行為等事前協議書の提出 

４ 近隣住民等への説明 

近隣住民等への説明結果報告書の提出 

(電波障害の説明及び説明結果の報告) 

開発行為等事前協議書の閲覧 

※ 公表した日から１４日間 

指導書の交付 

１ 相談票の提出 

９ 公告前建築等承認申請 

１０ 工事中間検査 

８ 工事着手の届出 

開発行為等検査済証の交付 

６ 開発行為等協議書・指導書に対する見解書の提出 

法第３２条協議 ・ 同意申請書の提出 

 協 定 の 締 結  法第３２条協議の締結及び同意書の交付 

７ 開発行為許可申請 

工事完了公告 

開発行為等を行う者 近隣住民等 

意見書の提出 
意見書の写しの送付 

意見書に対する見解書の提出 

意見書に対する見解書の写しの送付 

開発行為等の手続フロー 

 １１ 工事完了の届出・１２ 帰属届、寄附届 
 
 

（電波障害対策の完了報告） 
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１ 事前相談（相談票の提出） 

市街化区域内で開発行為等を行う区域の面積が３００㎡以上の場合、市街化調整区域内で建築物の建築を行

う場合又は特定工作物の建設を行う場合には、開発行為等の事前相談として『相談票』を提出し、事前相談を

受けてください。 

 

『相談票』 （提出部数：１部） 

・添付図書 

① 位置図 

② 土地の登記事項証明書（コピー可） 

③ 公図の写し（コピー可） 

④ 土地利用計画図 

⑤ 土地の現況写真 

⑥ 土地の現況平面図 

⑦ 土地の縦横断図（切盛土の程度がわかるもの） 

⑧ 建築物の各階平面図（共同住宅の場合で、部屋数と各部屋の専用面積がわかるもの） 

⑨ その他市長が必要と認める図書  

 

 

２ 開発行為等計画書の提出（条例第１７条関係） 

  開発行為等を行う者は、開発行為等を行おうとするときは、『開発行為等計画書』を提出してください。なお、

開発行為等計画書を提出した日から７日以内に開発行為等を行う区域の見やすい場所に、当該開発行為等の内

容を明示した開発行為等計画標識（様式第６号）を設置してください。また、開発行為等計画標識を設置した

日から１４日以内に近隣住民等に対し説明会を開催し、当該開発行為等の内容及び当該開発行為等が及ぼす影

響を説明してください。なお、開発行為等計画標識を設置した日以降で、かつ、説明会を開催する日の１０日

前までに近隣住民等に説明会に関する通知を出してください。 

 

『開発行為等計画書（様式第５号）』 （提出部数：１部） 

・添付図書 

① 位置図 

② 土地利用計画図 

③ 建築物の各階平面図（中高層建築物の建築の場合に添付） 

④ 建築物の立面図（中高層建築物の建築の場合に添付） 

⑤ 近隣住民等の範囲図（中高層建築物の建築の場合には日影の形状を添付） 

⑥ その他市長が必要と認める図書 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 当該開発行為等計画書をもとに、５開発行為等事前協議書の提出書類及び 

協議に関係する所管課について、打ち合わせさせていただきます。 
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３ 標識の設置 及び 届出（条例第１８条関係） 

開発行為等を行う者は、開発行為等計画書を提出した日から７日以内に開発行為等を行う区域の見やすい場

所に、当該開発行為等の内容を明示した開発行為等計画標識（様式第６号）を設置してください。標識の設置

は１箇所以上ですが、複数の道路に面している場合は複数カ所に設置することを推奨します。 

なお、標識を設置した後、速やかに『開発行為等計画標識設置届出書』を届け出てください。 

 

『開発行為等計画標識設置届出書（様式第７号）』 （提出部数：１部） 

・添付図書 

① 標識に記載した内容を示した書面 

② 標識を設置した場所を示した図面 

③ 標識を設置した写真 

 

 

 

 

４ 近隣住民等に対する説明 及び 説明結果報告書の提出（条例第１９条関係） 

開発行為等を行う者は、開発行為等計画標識を設置した日から１４日以内に近隣住民等に対し説明会を開催

し、当該開発行為等の内容及び当該開発行為等が及ぼす影響を説明してください。また、開発行為等計画標識

を設置した日以降で、かつ、説明会を開催する日の１０日前までに近隣住民等に説明会に関する通知を出して

ください。説明会は必ず実施してください。欠席した人に対しては個別訪問を行い、２回訪問して不在であっ

た場合は説明資料を投函してください。 

なお、近隣説明が終わったときは、『近隣住民等説明結果報告書』を提出してください。（近隣説明に関する

詳細は「和光市まちづくり条例第１９条に基づく近隣説明の実施要領」をご確認ください。） 

 

 

『近隣住民等説明結果報告書（様式第８号）』 （提出部数：１部） 

・添付図書 

① 近隣住民等説明状況一覧表（別紙） 

② 近隣住民等に対する説明会出席者一覧表の写し 

③ 近隣住民等の範囲、近隣住民等の所有する又は占有する土地又は建築物の位置及び整理番号を

示した図面 

④ 説明会、訪問等により近隣住民等に配布した資料（様式第８号参照） 

⑤ 説明会の状況の要旨を記録した書面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 近隣住民等とは、 

次の該当する範囲内の「土地又は建築物を所有する者又は占有する者」をいう。 

⑴ 中高層建築物を建築する場合は、区域の境界線からの水平距離が当該中高層建築物の高さに 

２を乗じて得た距離 

⑵ 第一種特定工作物を建設する場合は、区域の境界線からの水平距離が１００メートル 

⑶ 産業廃棄物処理施設を設置する場合は、区域の境界線からの水平距離が２００メートル 

⑷ 前各号に掲げるもの以外のものは、区域の境界線からの水平距離が２０メートル 
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５ 開発行為等事前協議書の提出（条例第２０条関係） 

⑴ 開発行為等を行う者は、近隣住民等説明結果報告書を提出した後、『開発行為等事前協議書』を提出し、『指

導書』の交付を受けてください。 

なお、開発行為等事前協議書の提出されたとき、その旨を公表し、当該開発行為等事前協議書の写しを当

該公表の日から１４日間閲覧に供します。 

 

 

 

 

 

 

 

『開発行為等事前協議書（様式第９号）』 （提出部数：２部（正本・閲覧用）＋関係所管課分） 

・添付図書（下記の表のとおり） 

 添 付 図 書 

正本・閲覧用 

位置図、現況図、求積図、土地利用計画図、造成計画平面図、造成計画断面図、

建築物の各階平面図、建築物の立面図、建築物の断面図、特定工作物又は産業

廃棄物処理施設の配置図、特定工作物の平面図又は横断面図、擁壁の断面図、

道路計画平面図、道路横断図、道路計画縦断面図、道路構造物構造図、給水施

設計画平面図、公園等計画平面図、公園等施設構造図、排水施設計画平面図、

排水施設構造図、排水施設計画縦断面図、消防水利施設計画平面図、消防水利 

施設構造図、ごみ集積所計画平面図、ごみ集積所断面図、駐車場計画平面図、

駐車場の利用計画書、緑化計画平面図、緑化求積図、防災備蓄倉庫計画平面図、

防災備蓄倉庫計画断面図、集会施設計画平面図、集会施設計画断面図 

関係所管課 協 議 対 象 範 囲  添付図書 

公園みどり課 

・公園等（条例第３４条関係） 

  開発行為等を行う区域の面積が０．３ヘ

クタール以上の場合 

 

・自然環境への配慮等（条例第４１条関係） 

  全て対象 

 

・緑化（条例第４２条関係） 

  ふるさと埼玉の緑を守り育てる条例の適

用を受けないもので、一戸建ての住宅の

用に供することを目的とする開発行為等

以外のもの 

位置図、現況図、求積図、土地

利用計画図、公園等計画平面

図、公園等施設構造図、緑化計

画平面図、緑化求積図 

道路安全課 

・駐車場（条例第３９条関係） 

  一戸建ての住宅の用に供することを目的

とする開発行為等以外のもの 

 

・交通安全施設（条例第４０条関係） 

  全て対象 

位置図、求積図、土地利用計画

図、造成計画平面図、造成計画

断面図、建築物の各階平面図、

道路計画平面図、道路横断図、

道路計画縦断面図、道路構造物

構造図、排水施設計画平面図、

排水施設構造図、駐車場計画平

面図、駐車場の利用計画書 

 

※ 『指導書』の交付は、 

開発行為等事前協議書の写しの閲覧期間が満了する日より後となります。 

なお、近隣住民等から意見書が提出されたときは、当該意見書に対する見 

解書の写しの送付を受けた日より後となります。 
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水道施設課 

・上水道（条例第３５条関係） 

全て対象 
位置図、建築物の各階平面図、

建築物の立面図、給水施設計

画平面図 
 
 

下水道課 

・下水道（条例第３５条関係） 

  全て対象 

 

・雨水流出抑制対策（条例第３７条関係） 

  全て対象 

 

位置図、求積図、土地利用計画

図、造成計画平面図、造成計画

断面図、道路計画平面図、道路

横断図、道路計画縦断面図、道

路構造物構造図、排水施設計画

平面図、排水施設構造図、排水

施設計画縦断面図、建築物の各

階平面図、建築物の立面図 

 

環境課 

 

・ごみ集積所（条例第３８条関係） 

  住宅の用に供することを目的とする開発

行為等を行う場合 

 

・電波障害対策（条例第４３条関係） 

  中高層建築物の建築を行う場合 

 

・現場管理等（条例第４８条関係） 

  全て対象 

位置図、現況図、土地利用計画

図、ごみ集積所計画平面図、ご

み集積所断面図、特定工作物又

は産業廃棄物処理施設の位置

図、特定工作物の平面図又は横

断面図 

危機管理室 

・消防水利施設（条例第３６条関係） 

  全て対象 

 

・防災備蓄倉庫（条例第４４条関係） 

  戸数が５０以上の集合住宅の建築を行う

場合 

 

位置図、土地利用計画図、消防

水利施設計画平面図、消防水利

施設構造図、防災備蓄倉庫計画

平面図、防災備蓄倉庫計画断面

図 

市民活動 

推進課 

・集会施設（条例第４５条関係） 

  戸数が５０以上の集合住宅の建築を行う

場合 

 

位置図、土地利用計画図、集会

施設計画平面図、集会施設計画

断面図 

秘書広報課 

・広報掲示板（条例第４６条関係） 

  戸数が５０以上又は開発行為等を行う区

域の面積が０．３ヘクタール以上の場合 

 

位置図、土地利用計画図 

教育総務課 

・教育施設（条例第４７条関係） 

  開発行為等を行う区域の面積が１０ヘク

タール以上の場合 

 

位置図、土地利用計画図 

 その他の関係所管課署 

消防署 

・消防水利施設 

  全て対象 

位置図、土地利用計画図、消防

水利施設計画平面図、消防水利

施設構造図、防災備蓄倉庫計画

平面図、防災備蓄倉庫計画断面

図 
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 ⑵ 意見書に対する見解書の提出（条例第２１条関係） 

開発行為等を行う者は、近隣住民等から『意見書』の提出があったときは、当該意見書に対する『見解書』

を当該意見書を提出した者に提出してください。 

なお、見解書を提出したときは、当該『見解書』の写しを建築課開発指導担当に送付してください。 

※ 様式については、定めはありません。 

 

 

６ 開発行為等協議書 及び 指導書に対する見解書の提出（条例第２３条関係） 

公共施設の管理者との協議及び同意に関する申請書の提出（都市計画法第３２条関係） 
 
⑴ 開発行為等を行う者は、当該指導書の交付を受けた後、『開発行為等協議書』及び『指導書に対する見解書』

を提出し、協議が整った後に市と『開発行為等に関する協定書』の締結をしてください。 

  

『開発行為等協議書（様式第１１号）』及び『指導書に対する見解書（様式第１２号）』 

（提出部数：２部（正本・副本）＋関係所管課分） 

・添付図書（下記の表とおり） 

№ 図書の名称 № 図書の名称 

１ 土地の登記事項証明書（コピー可） 20 給水施設計画平面図 

２ 土地の所有者の同意書 21 公園等計画平面図 

３ 位置図 22 公園等施設構造図 

４ 現況図 23 排水施設計画平面図 

５ 公図の写し（コピー不可） 24 排水施設構造図 

６ 求積図 25 排水施設計画縦断面図 

７ 土地利用計画図 26 消防水利施設計画平面図 

８ 造成計画平面図 27 消防水利施設構造図 

９ 造成計画断面図 28 ごみ集積所計画平面図 

10 建築物の各階平面図 29 ごみ集積所計画断面図 

11 建築物の立面図 30 駐車場計画平面図 

12 建築物の断面図 31 駐車場の利用計画書 

13 特定工作物又は産業廃棄物処理施設の配置図 32 緑化計画平面図 

14 特定工作物の平面図又は横断面図 33 緑化求積図 

15 擁壁の断面図 34 防災備蓄倉庫計画平面図 

16 道路計画平面図 35 防災備蓄倉庫計画断面図 

17 道路横断図 36 集会施設計画平面図 

18 道路計画縦断面図 37 集会施設計画断面図 

19 道路構造物構造図 38 その他市長が必要と認める図書 

 

⑵ 事前相談で開発行為許可申請が必要と判断されたときは、『公共施設の管理者との協議及び同意に関する申

請書』を『開発行為等協議書』に添えて提出し、協議が整った後に市と『公共施設の管理に関する協議書』

の締結をしてください。 

 

『公共施設の管理者との協議及び同意に関する申請書』 （提出部数：１部） 

・添付図書：なし 

      ・「４ 関係する公共施設等」の欄には協議を必要とする公共施設の概要を記入してください。 

       例 ： 道路 市道〇〇号線 認定幅員 〇〇.〇〇メートル ～ 〇〇.〇〇メートル 

           汚水 ＶＵφ〇〇〇ミリメートル 

           新設道路 延長〇〇.〇〇メートル 幅員〇〇.〇〇メートル 
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７ 開発行為許可申請（都市計画法第２９条関係） ※申請手数料有り 

事前相談で開発行為許可申請が必要であると判断されたときは、『開発行為許可申請書』を提出し、許可を受

けてください。なお、市街化調整区域内において行う開発行為については、開発行為許可申請書に当該開発行

為が該当する法第３４条の号及びその理由を記載してください。 

 

『開発行為許可申請書（都市計画法施行規則 別記様式第２）』  （提出部数：２部（正・副各１部）） 

・添付書類（下記の表のとおり） 

№ 書 類 の 名 称 説     明 備考 

１ 委任状 申請手続き等を代理人が行う場合に添付  

２ 公共施設の管理に関する同意書 
開発行為の計画に関係のある公共施設の管

理者の同意書 

 

３ 公共施設の管理に関する協議書 

新たに設置される公共施設の設計及び工事

方法等並びに新たに設置される公共施設の

帰属、管理及び従前の公共施設の帰属につい

て作成する 

 

４ 設計説明書 （手続規則 様式第１号） 自己居住用は不要  

５ 土地の登記事項証明書 申請時以前６ヶ月以内のもの  

６ 土地・工作物の権利者の同意書 
所有権、抵当権、賃借権等の当該開発行為の

妨げとなる権利を有する者の同意書 

 

７ 
土地・工作物の権利者で開発行為に同意した

者の印鑑登録証明書 

同意書作成時のもの（法人の場合は法人の登

記事項証明書又は資格証明書を添付） 

 

８ 資金計画書 

収支計画書 処分収入は見込まないこと。公告前建築等承

認申請を行う場合は、建築物等の工事費も記

入する 

※１ 

年度別資金計画書 

残高証明書 自己資金で事業を行う場合に添付 

融資証明書 融資を受けて事業を行う場合に添付 

９ 
前年度の申請者 

の納税証明書 

（その１ 納税額用） 法人の場合は法人税、個人の場合は所得税 ※１ 

（その２ 所得金額用） 

法人の登記事項証明書 申請者が法人の場合に添付 

住民票の写し（コピー不

可） 

申請者が個人の場合に添付 

10 
工事施行者に 

関する書類 

建設業許可証明証の写し  ※１ 

業務経歴書  

法人の登記事項証明書  

11 
設計者の資格に関する書類 

（手続規則 様式第２号） 

卒業証明書又は資格証明書の写し（開発区域

の面積が１ha以上の場合に添付） 

※１ 

12 
その他市長が必要と認める書類 避難行動計画（計画地が市街化調整区域の 

場合に添付、３部提出） 

 

※ １ 自己居住用又は１ヘクタール未満の自己業務用の場合は必要ありません。 

※ ２ 法第３４条各号に該当する申請については、それぞれの審査基準に応じた図書が必要になります。 

・添付図面 

№ 図 面 の 名 称 № 図 面 の 名 称 

１ 位置図 13 道路計画縦断図 

２ 公図の写し（コピー不可） 14 道路横断図 

３ 現況図 15 道路構造物構造図 

４ 土地利用計画図 16 公園等計画平面図 

５ 求積図 17 公園等施設構造図 
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６ 造成計画平面図 18 消防水利施設計画平面図 

７ 造成計画断面図 19 消防水利施設構造図 

８ 排水施設計画平面図 20 がけの断面図 

９ 排水施設計画縦断図 21 擁壁の断面図 

10 排水施設構造図 22 擁壁の構造計算書（地耐力の根拠（ボーリングデータ

等）含む） 

11 給水施設計画平面図 
23 

その他市長が必要と認める図面（敷地境界詳細

図等） 12 道路計画平面図 

 

 

 

 

 

 

 

８ 工事着手の届出（条例第２７条関係、都市計画法に基づく開発行為等の手続に関する規則 

第３条第１項第３号関係） 
 

⑴ 開発行為等を行う者は、当該開発行為等に係る工事に着手したときは、速やかに『開発行為等工事着手届

出書』を届け出てください。 

  

『開発行為等工事着手届出書（様式第１６号）』 （提出部数：１部） 

・添付図書：なし 

         ※協定書に指示があった場合に関係所管課へ提出 

①工事車両の搬入路の案内図（道路安全課） 

②工事車両の搬入路の写真（道路安全課） 

③近隣住民への工事着手前のあいさつ文（環境課） 

 

 ⑵ 開発許可を受けた者は、上記とは別に『工事着手届出書』を届け出てください。 

 

『工事着手届出書（手続規則 様式第４号）』 （提出部数：１部） 

・添付図書：なし 

 

 

９ 公告前建築等承認申請（都市計画法第３７条関係） 

都市計画法第３７条第１号の規定による承認を受けようとする場合は、『公告前建築等承認申請書』を提出し、

承認を受けてください。 

 

『公告前建築等承認申請書（手続規則 様式第１１号）』  （提出部数：２部（正・副各１部）） 

・添付図書 

① 土地利用計画図 

② 建築物又は特定工作物の配置図 

③ 境界杭の写真 

④ 工程表 

⑤ その他市長が必要と認める図書 

※ 開発許可を受けた者は、速やかに許可標識（手続規則 様式第３号）を 

現場の見やすい箇所に表示してください。 
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10 工事中間検査（都市計画法に基づく開発行為等の手続に関する規則第３条第２項関係、 

条例第２８条関係） 
 

⑴ 開発許可を受けた者は、開発行為等に関する工事が次の指定工程に達したときは、『中間検査依頼書』を

提出し、工事中間検査を受けてください。検査日程については、事前に建築課開発指導担当と調整してく

ださい。 

 

  ・指定工程 

   ア 擁壁の基礎工及び配筋工 

   イ 道路の路盤工 

   ウ 排水施設の敷設等 

   エ その他市長が必要と認める工程 

  

『中間検査依頼書（手続規則 様式第５号）』 （提出部数：１部） 

・添付図書 

① 土地利用計画図 

② 中間検査に係る設計図書 

③ 地盤改良の施工計画書及び報告書 

④ ミルシート 

      ⑤ その他市長が必要と認める図書 

 

 

 

 

 

 

 

11 工事完了検査（条例第２９条関係、都市計画法第３６条関係） 

⑴ 開発行為等を行う者は、当該開発行為等に係る工事が完了したときは、速やかに『開発行為等工事完了届

出書』を届け出て、工事完了検査を受けてください。検査日程については、検査希望日の２週間前を目安に

建築課開発指導担当に検査希望日をお伝えください。（※年度末等、繁忙期についてはご希望に添えない可能

性があります。予めご了承ください。）建築課開発指導担当にて、検査日程を調整・決定した後、「完了検査

概要書」を発行しますので、検査に必要な人員や道具、駐車場等の手配を行ってください。 

 

『開発行為等工事完了届出書（様式第１７号）』 （提出部数：１部） 

・添付図書 

① 位置図 

② 土地利用計画図 

③ 工事写真 

④ 工事完了が確認できる写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 公共施設等の帰属及び寄附がある場合は、１２の帰属届・寄附届を同時に提

出してください。 

帰属届・寄付届を正当な理由がなく提出していただけない場合、公共施設の用

に供する土地の確実な帰属を履行するため、工事完了検査、検査済証の交付、

工事完了公告等の実施を留保します。 

※ 指定工程以外にも、必要があると認めるときは、中間検査を実施する 

場合があります。 
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⑵ 開発許可を受けた者は、上記とは別に『工事完了届出書』を届け出てください。 

 

『工事完了届出書（都市計画法施行規則 別記様式第４）』 （提出部数：１部） 

・添付図書 

① 公図の写し 

② 確定測量図 

③ 土地利用計画図 

④ 工事写真（工程の主要な部分） 

⑤ その他検査に必要な図面 

 

 

 

 

 

12 公共施設等の帰属及び寄附（都市計画法第４０条関係） 

   開発行為等を行う者は 開発行為等により設置した公共施設等を帰属又は寄附する場合は、所有権以外の権

利を抹消し、『公共施設帰属届』・『公共・公益施設寄附届』を届け出てください。法人等の場合で開発行為等

を行う者と⑤の土地登記事項証明書の住所が異なるなどの場合は事前に相談してください。 

 

『公共施設帰属届』 （提出部数：2部）（原本1部、1部はコピー）※ 

『公共・公益施設寄附届』 （提出部数：2部）（原本1部、1部はコピー）※ 

 ・添付図書 

① 位置図 3部 

② 公図の写し（登記所備え付けのもの、分筆後のもの） 3部（原本1部、2部はコピー） 

③ 地積測量図 3部（原本1部、2部はコピー） 

④ 座標リスト 3部（原本1部、2部はコピー） 

⑤ 土地登記事項証明書（分筆後のもので登記されている住所は⑦で登録されている住所と同一の

もの） 1部 

⑥ 登記承諾書兼登記原因証明情報 2部（実印で押印した原本1部、1部はコピー） 

⑦ 印鑑登録証明書（申請時以前3月以内のもの） 2部（原本1部、1部はコピー） 

⑧ 住民票（個人の場合に添付） 2部（原本1部、1部はコピー） 

⑨ 各種構造図 2部 

⑩ ごみ集積場の寄附採納に関する協議書（ごみ集積場の寄附がある場合） 2部（原本2部）※ 

※は認印も可。 

工事完了検査の結果 
 
 協定書の内容に… 

＊ 適合していると認められるときは、『開発行為等検査済証』が交付されます。 
 

＊ 適合していないと認められるときは、その理由及び期限を付して是正すべき内容を

記載した『開発行為等工事完了検査結果是正通知書』が交付されます。 

なお、『開発行為等工事完了検査結果是正通知書』の交付を受けたときは、是正の

工事を行い、当該工事が完了したときは、速やかに『開発行為等是正工事完了届出

書（様式第２０号）』を提出し、再度工事完了検査を受けてください。 

※ 工事完了検査を行い、当該開発許可の内容に適合していると認められるときは、

『検査済証』が交付されます。 
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13 開発行為等の変更（条例第２５条関係、都市計画法第３５条の２関係） 

⑴ 開発行為等を行う者は、開発行為等に関する協定を締結した後に、開発行為等の内容を変更しようとする

ときは、『開発行為等変更協議書』を提出し、承認を受けてください。 

 

『開発行為等変更協議書（様式第１３号）』  （提出部数：１部＋関係所管課分） 

・添付図書 

変更に係る図書（変更前及び変更後） 

 

⑵ 開発許可を受けた者は、上記とは別に『開発許可事項変更許可申請書』又は『開発許可事項変更届出書』

を提出し、許可等を受けてください。  

 

『開発許可事項変更許可申請書（手続規則 様式第９号）』 ※申請手数料有り 

又は 

『開発許可事項変更届出書（手続規則 様式１０号）』  （提出部数：２部（正・副各１部）） 

・ 添付図書 

変更に係る図書（変更前及び変更後） 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 開発行為又は建築等に関する証明交付申請書（適合証明、都市計画法施行規則第６０条第１

項関係） ※申請手数料有り 

  開発行為又は建築等に関する証明交付を受ける場合は、『開発行為又は建築等に関する証明交付申請書』を提

出してください。 

 

『開発行為又は建築等に関する証明交付申請書（手続規則 様式２７号）』 （提出部数：２部） 

・添付図書 

① 位置図 （開発区域を朱書き） 

② 土地の登記事項証明書 （申請時以前６ヶ月以内のもの）（コピー不可） 

③ 公図の写し （開発区域を朱書き）（コピー不可） 

④ 土地利用計画図 （開発区域を朱書き） 

⑤ 求積図 （開発区域を朱書き） 

⑥ 建築物の各階平面図 （建築面積、延床面積） 

⑦ 建築物の立面図 

⑧ その他市長が必要と認める図書 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 都市計画法施行規則第２８条の４の軽微な変更に該当する場合は『開発許可 

事項変更届出書』、それ以外の場合は『開発許可事項変更許可申請書』による 

手続きが必要となります。 
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15 開発許可を受けた土地における建築等の制限（都市計画法第４２条関係） ※申請手数料有り 

都市計画法第４２条第１項ただし書に規定する許可の申請を行う場合は、『予定建築物等以外の建築等許可申

請書』を提出してください。 

 

『予定建築物等以外の建築等許可申請書（様式第１３号）』 （提出部数：２部） 

・添付図書 

① 位置図 （開発区域を朱書き） 

② 土地利用計画図 （開発区域を朱書き） 

③ その他市長が必要と認める図書 

 

 

 

16 開発許可を受けた土地以外の土地における建築等の制限（都市計画法第４３条関係）  

 ※申請手数料有り 

都市計画法第４３条第１項に規定する許可の申請を行う場合は、『建築物の新築、改築、若しくは用途の変更

又は第１種特定工作物の新設許可申請書』を提出してください。 

 

『建築物の新築、改築、若しくは用途の変更又は第一種特定工作物の新設許可申請書 

（都市計画法施行規則別記様式第九（第３４条関係））』 （提出部数：２部） 

・添付図書 

① 位置図 （開発区域を朱書き） 

② 土地の登記事項証明書 （申請時以前６ヶ月以内のもの）（コピー不可） 

③ 公図の写し （開発区域を朱書き）（コピー不可） 

④ 求積図 （開発区域を朱書き） 

⑤ 敷地現況図 （開発区域を朱書き） 

⑥ 土地利用計画図 （開発区域を朱書き） 

⑦ 排水施設構造図 

⑧ 建築物の各階平面図 （建築面積、延床面積） 

⑨ 建築物の立面図 

⑩ 既存建築物の建築概要書 

⑪ 既存建築物の登記事項証明書 

⑫ 避難行動計画（※計画地が市街化調整区域の場合 ３部提出） 

⑬ その他市長が必要と認める図書 

 

 

 

17 開発行為等の廃止（条例第３１条関係、都市計画法第３８条関係） 

⑴ 開発行為等を行う者は、開発行為等を廃止したときは、『開発行為等（小規模開発行為等）廃止届』を届け

出てください。 

 

『開発行為等（小規模開発行為等）廃止届（様式第２１号）』 （提出部数：１部） 

 

⑵ 開発許可を受けた者は、開発行為に関する工事を取りやめたとき（工事を着手する意思を有しなくなった

ときを含む。）は、『工事取り止め届出書』を提出してください。 

 

『工事取り止め届出書（様式第２９号）』 （提出部数：１部） 
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18 地位の承継承認（条例第３２条関係、都市計画法第４４、４５条関係） 

⑴ 条例第３２条の承認を受けようとする場合は、『開発行為等（小規模開発行為等）地位承継届出書』を提出

してください。 

 

『開発行為等（小規模開発行為等）地位承継届出書（様式第２２号）』 （提出部数：１部） 

 

⑵ 都市計画法第４５条の承認を受けようとする場合は、『開発許可地位承継承認申請書』を提出してください。 

 

『開発許可地位承継承認申請書（様式第２４号）』 ※申請手数料有り （提出部数：２部） 

・添付図書 

① 開発行為に関する工事を施行する権原の取得を証する書類 

② 申請書の所得税の前年度の納税証明書 ※ 

（法人にあっては、法人税の前年度の納税証明書及び法人の登記事項証明書） 

③ 申請者の業務経歴書 ※ 

④ その他市長が必要と認める図書 

 

※ 自己居住用又は１ヘクタール未満の自己業務用の開発行為の場合は必要ありません。 
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 和光市まちづくり条例は、次のいずれかに該当する場合に適用となります。 

  （小規模開発行為等） 

  ・開発行為等を行う区域の面積が３００㎡以上５００㎡未満のもの 

  ・建築基準法第４２条第１項第５号の規定により道路の位置の指定を受ける 

もの 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２７年１０月１日施行 

 

 

 

和光市まちづくり条例 

小規模開発行為等の手続 
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※位置指定申請が伴う場合、建築工事は道路位置指定の公告後の着手となります。 

開発行為等を行う者 和光市 （建築課 開発指導担当） 

訂正した図面の提出 

小規模開発行為等協議書 

※ 各課協議 

合意書の交付 

小規模開発行為等検査済証の交付 

図面の訂正等の連絡 

小規模開発行為等の手続フロー 

２ 小規模開発行為等協議書の提出 

５ 工事完了の届出 

位置指定相談票 

１ 相談票 

３ 工事着手の届出 

４ 小規模開発行為等の変更 

位置指定申請 

和光市  

（建築課 審査担当） 

※道路位置指定のフロー 

着工承認 

道路位置指定 
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１ 事前相談（相談票の提出） 

市街化区域内で開発行為等を行う区域の面積が３００㎡以上５００㎡未満の場合、建築基準法第４２条第１

項第５号の規定により道路の位置の指定を行う場合には、開発行為等の事前相談として『相談票』を提出し、

事前相談を受けてください。（道路位置指定の場合はこの相談の前に、建築課審査担当に位置指定相談票を提出

して、建築基準法上の審査を受けて下さい。） 

 

『相談票』 （提出部数：１部） 

・添付図書 

① 位置図 

② 土地の登記事項証明書又はその写し（コピー可） 

③ 公図の写し（コピー可） 

④ 土地利用計画図 

⑤ 土地の現況写真 

⑥ 土地の現況平面図 

⑦ 土地の縦横断図（切盛土の程度がわかるもの） 

⑧ その他市長が必要と認める図書  

 

２ 小規模開発行為等協議書の提出（条例第４８条の３関係） 

⑴ 小規模開発行為等を行う者は、『小規模開発行為等協議書』を提出し、『合意書』の交付を受けてください。

  

『小規模開発行為等協議書（様式第９号）』 （提出部数：２部（正本・副本用）＋関係所管課分） 

・添付図書（下記の表のとおり） 

 添 付 図 書 

正本・副本用 

位置図、現況図、求積図、土地利用計画図、造成計画平面図、造成計画断面図、

建築物の各階平面図、建築物の立面図、建築物の断面図、擁壁の断面図、道路

計画平面図、道路横断図、道路計画縦断面図、道路構造物構造図、給水施設計

画平面図、排水施設計画平面図、排水施設構造図、排水施設計画縦断面図、ご

み集積所計画平面図、ごみ集積所断面図 

関係所管課 協 議 対 象 範 囲  添付図書 

道路安全課 

・雨水流出抑制対策（条例第４８条の９関係） 

  全て対象 

位置図、求積図、土地利用計画

図、造成計画平面図、造成計画

断面図、道路計画平面図、道路

横断図、道路計画縦断面図、道

路構造物構造図、排水施設計画

平面図、排水施設構造図 

水道施設課 

・上水道（条例第４８条の８関係） 

全て対象 
位置図、建築物の各階平面図、

建築物の立面図、給水施設計

画平面図 
 
 

下水道課 

・下水道（条例第４８条の８関係） 

  全て対象 

・雨水流出抑制対策（条例第４８条の９関係） 

  全て対象 

位置図、求積図、土地利用計画

図、造成計画平面図、造成計画

断面図、道路計画平面図、道路

横断図、道路計画縦断面図、道

路構造物構造図、排水施設計画

平面図、排水施設構造図、排水
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施設計画縦断面図、建築物の各

階平面図、建築物の立面図 

公園みどり課 

・自然環境への配慮等 

（条例第４８条の１２関係） 

  全て対象 

 

位置図、現況図、土地利用計画

図 

環境課 

・ごみ集積所（条例第４８条の１１関係） 

  住宅の用に供することを目的とする開発

行為等を行う場合 

・現場管理等（条例第４８条の１３関係） 

  全て対象 

位置図、土地利用計画図、ごみ

集積所計画平面図、ごみ集積所

断面図 

 

３ 工事着手の届出（条例第４８条の６関係） 

⑴ 小規模開発行為等を行う者は、当該開発行為等に係る工事に着手したときは、速やかに『小規模開発行為

等工事着手届出書』を届け出てください。 

  

『小規模開発行為等工事着手届出書（様式第１６号）』 （提出部数：１部） 

・添付図書：なし 

※合意書に指示があった場合に関係所管課へ提出 

①工事車両の搬入路の案内図（道路安全課） 

②工事車両の搬入路の写真（道路安全課） 

③近隣住民への工事着手前のあいさつ文（環境課） 

 

４ 小規模開発行為等の変更（条例第４８条の５関係） 

⑴ 小規模開発行為等を行う者は、小規模開発行為等に関する合意の公布を受けた後に、小規模開発行為等の

内容を変更しようとするときは、『小規模開発行為等変更協議書』を提出し、承認を受けてください。 

 

『小規模開発行為等変更協議書（様式第１３号）』  （提出部数：１部＋関係所管課分） 

・添付図書 

変更に係る図書（変更前及び変更後） 

 

５ 工事完了検査（条例第４８条の６関係） 

⑴ 小規模開発行為等を行う者は、当該開発行為等に係る工事が完了したときは、速やかに『小規模開発行為

等工事完了届出書』を届け出て、工事完了検査を受けてください。検査日程については、検査希望日の２週

間前を目安に建築課開発指導担当に検査希望日をお伝えください。（※年度末等、繁忙期についてはご希望に

添えない可能性があります。予めご了承ください。）建築課開発指導担当にて、検査日程を調整・決定した後、

「完了検査概要書」を発行しますので、検査に必要な人員や道具、駐車場等の手配を行ってください。 

 

『小規模開発行為等工事完了届出書（様式第１７号）』 （提出部数：１部） 

・添付図書 

① 位置図    

② 土地利用計画図    

③ 工事写真    

④ 工事完了が確認できる写真 
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6 小規模開発行為等の廃止（条例第４８条の６関係） 

⑴ 小規模開発行為等を行う者は、小規模開発行為等を廃止したときは、『開発行為等（小規模開発行為等）廃

止届』を届け出てください。 

 

『開発行為等（小規模開発行為等）廃止届（様式第２１号）』 （提出部数：１部） 

 

 

7 地位の承継承認（条例第４８条の６条関係） 

⑴ 条例第３２条の承認を受けようとする場合は、『開発行為等（小規模開発行為等）地位承継届出書』を提出

してください。 

 

『開発行為等（小規模開発行為等）地位承継届出書（様式第２２号）』 （提出部数：１部） 

 

工事完了検査の結果 
 
 合意書の内容に… 

＊ 適合していると認められるときは、『小規模開発行為等検査済証』が交付されます。 
 

＊ 適合していないと認められるときは、その理由及び期限を付して是正すべき内容を

記載した『小規模開発行為等工事完了検査結果是正通知書』が交付されます。 

なお、『小規模開発行為等工事完了検査結果是正通知書』の交付を受けたときは、

是正の工事を行い、当該工事が完了したときは、速やかに『小規模開発行為等是正

工事完了届出書（様式第２０号）』を提出し、再度工事完了検査を受けてください。 
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図面に明示すべき事項 

 

№ 図 面 の 名 称 明 示 す べ き 事 項 備   考 

１ 位置図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等を行う区域の境界（朱書き） 

 

２ 現況図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等を行う区域の境界（朱書き） 

⑷ 地形（BM位置、高さ及び地盤高等） 

⑸ 開発行為等区域内及び周辺の公共施設の状況 

⑹ 切土又は盛土を行う部分の表土の状況 

⑺ 和光市緑の保護および緑化推進に関する条例施行規則第２条

第２号アからエまでに規定する要件のいずれかに該当する樹木 

⑻ 湧水の位置 

⑼ 既存建築物及び既存擁壁等の工作物の位置及び形状 

 

３ 公図の写し ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等を行う区域の境界（朱書き） 

 

４ 求積図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等を行う区域の面積 

⑷ 道路、公園（緑地又は広場）及び建築物等の敷地の面積 

 

５ 土地利用計画図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等区域の境界（朱書き） 

⑷ 公共施設の位置及び形状 

⑸ 消防水利施設、汚水排水施設、雨水流出抑制施設、ごみ集積所、

駐車場、交通安全施設、緑化区域及び広報掲示板の位置及び形状 

⑹ 建築物等の敷地の形状、配置及び用途 

土地の利用種

別ごとに着色 

６ 造成計画平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等を行う区域の境界（朱書き） 

⑷ 切土又は盛土をする部分 

⑸ がけ又は擁壁の位置（種別、延長） 

⑹ 道路の位置、形状、幅員及び勾配 

⑺ BM位置及び高さ、計画地盤高 

⑻ 断面の位置及び符号 

切土は黄色、盛

土は茶色に着

色 

７ 造成計画断面図 ⑴ 縮尺 

⑵ 切土又は盛土をする前後の地盤高 

⑶ のり面勾配 

⑷ 擁壁等の工作物 

切土は黄色、盛

土は茶色に着

色 

８ 建築物の各階平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 各戸の用途 

⑷ 寸法及び専用面積 

専用面積は、当

該住戸の外壁

及び界壁の中

心線で囲われ

た部分（ベラン

ダ、バルコニー

等の部分を除
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く）で算出する

こと。 

９ 建築物の立面図 ⑴ 縮尺 

⑵ 軒の高さ 

⑶ 建築物の高さ 

２面以上明示

すること。 

10 建築物の断面図 ⑴ 縮尺 

⑵ 軒の高さ 

⑶ 建築物の高さ 

２面以上明示

すること。 

11 特定工作物又は産業廃棄物処理

施設の配置図 

⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等を行う区域の境界（朱書き） 

⑷ 特定工作物又は産業廃棄物処理施設の位置及び用途 

 

12 特定工作物の平面図又は横断面

図 

⑴ 縮尺 

⑵ 主要部分の材料の種別 

⑶ 寸法 

 

13 擁壁の断面図 ⑴ 縮尺 

⑵ 擁壁の寸法及び勾配 

⑶ 透水層の位置及び寸法 

⑷ 擁壁を設置する前後の地盤面及び地盤高 

⑸ 基礎杭の位置、材料及び寸法 

⑹ 伸縮目地の位置 

⑺ 水抜孔の位置及び内径寸法 

 

14 道路計画平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等を行う区域の境界（朱書き） 

⑷ 測点 

⑸ 測点間の距離 

⑹ 計画地盤高 

⑺ 勾配 

⑻ 幅員 

⑼ 道路側溝、集水桝等の道路構造物の位置及び種類 

 

15 道路横断図 ⑴ 縮尺 

⑵ 路盤、基層及び表層の構成 

⑶ 横断勾配 

⑷ 道路側溝の位置、形状及び寸法 

⑸ 埋設管の位置、形状及び寸法 

 

16 道路計画縦断面図 ⑴ 縮尺 

⑵ 測点 

⑶ 単距離 

⑷ 追加距離 

⑸ 計画地盤高 

⑹ 勾配 

⑺ 基準線 

 

17 道路構造物構造図 ⑴ 縮尺 

⑵ 寸法 

道路側溝、集水

桝等 

18 給水施設計画平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等を行う区域の境界（朱書き） 

⑷ 給水施設の位置、形状、内のり寸法（管径） 
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⑸ 消火栓の位置 

19 公園等計画平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 公園、緑地又は広場の位置及び形状 

⑷ 出入口、公園、緑地又は広場の名称を記した表示板、可動式の

車止め、外灯、遊戯施設、さく等及び雨水を排出するための施設

の位置及び形状 

 

20 公園等施設構造図 ⑴ 縮尺 

⑵ 寸法 

名称を記した

表示板、車止

め、遊戯施設等 

21 排水施設計画平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等を行う区域の境界（朱書き） 

⑷ 排水区域の境界、経路、距離 

⑸ 排水施設の位置、材料、形状、内のり寸法（管径）、勾配及び

水の流れの方向 

⑹ 吐口の位置及び放流先の名称 

⑺ 雨水流出抑制施設の位置及び形状 

⑻ ます一覧 

汚水排水施設

と雨水流出抑

制施設の色分

け（着色） 

22 排水施設構造図 ⑴ 縮尺 

⑵ 寸法 

⑶ 汚水及び雨水の流量計算 

人孔、汚水桝、

雨水桝、本管接

続部、浸透施設

等 

23 排水施設計画縦断面図 ⑴ 縮尺 

⑵ 測点 

⑶ 距離 

⑷ 計画地盤高 

⑸ 勾配 

⑹ 基準線 

⑺ 管径 

⑻ 土被り 

⑼ 管底高 

⑽ 人孔の種類、位置及び高さ 

 

24 消防水利施設計画平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等を行う区域の境界（朱書き） 

⑷ 消防水利施設の位置 

 

25 消防水利施設構造図 ⑴ 縮尺 

⑵ 寸法 

 

26 ごみ集積所計画平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 寸法 

⑷ 求積 

 

27 ごみ集積所計画断面図 ⑴ 縮尺 

⑵ 仕上げ（ブロック高） 

⑶ 扉の開口の高さ及び幅 

 

28 駐車場計画平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 寸法  
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29 駐車場構造図 ⑴ 機械式駐車場の構造 

⑵ 機械式駐車場の寸法 

 

30 緑化計画平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 開発行為等を行う区域の境界（朱書き） 

⑷ 保護する既存樹木の位置、本数及び種類 

⑸ 植栽する樹木その他の植物の種類の種類及び本数 

緑化する部分

を着色 

31 緑化求積図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 求積 

 

32 防災備蓄倉庫計画平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 寸法 

⑷ 求積 

 

33 防災備蓄倉庫計画断面図 ⑴ 縮尺 

⑵ 天井の高さ 

 

34 集会施設計画平面図 ⑴ 方位 

⑵ 縮尺 

⑶ 寸法 

⑷ 求積 

 

35 集会施設計画断面図 ⑴ 縮尺 

⑵ 天井の高さ 

 

 

 


